（別記様式１）

（用紙Ａ４）

	基 本 協 定 参 加 資 格 確 認 申 請 書

令和　　年　　月　　日

担当官

　中国地方整備局

　　　広島国道事務所長　金納　聡志　殿


　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所


　　　　　　　　　　　　　　　会　 社 　名  ○○コンサルタント㈱


　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
  令和８年２月２日付けで募集のありました「道路災害応急対策活動等（業務）に関する基本協定」に係る応募資格について確認されたく、下記の資料を添えて申請します。

　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条及び第71条の規定に該当する者でないこと、会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立が なされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立 がなされている者（更生手続開始の決定後、２．応募資格（２）の一般競争参加資格の 申請を行っている者を除く）でないこと、並びに添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。問い合わせ先は下記のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　１　基本協定締結説明書３②に定める一般競争参加資格がわかる資料

　２　基本協定締結説明書３③に定める過去の施工実績を記載した書面

　３　基本協定締結説明書３④に定める技術者の資格等を記載した書面

　４　基本協定締結説明書３⑤に定める活動の実施体制を記載した書面

  ５　基本協定締結説明書３⑥によるドローンの保有状況を記載した書面

  ６　基本協定締結説明書３⑦による担当区域希望調査票
  ７　基本協定締結説明書３⑧による連絡先等調査票

問い合わせ先

　担当者　：　中国　太郎

　部　署　：　○○本店　○○部　○○課

　電話番号：　（代）○○○－○○○－○○○○　（内線　○○○）

              ＦＡＸ○○○－○○○－○○○○

               Mail:aaaa_bbbb@cccc.co.jp


	


（別記様式２）                                            　　　　    （用紙Ａ４）

過 去 の 業 務 実 績
【土木関係建設コンサルタント業務、測量業務、地質調査業務】（どれかを記載）
　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：　　　　　　　　　　

	業

務

名

称

等


	業務名
	

	
	TECRIS登録番号
	

	
	契約金額
	

	
	履行期間
	 平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	業務概要

	

	
	


注）・TECRISに登録されていない等で業務実績が証明できない場合は、業務の実績が確認できる書面（契約書類等）の写しを添付すること。TECRISデータに業務概要等が登録されていない場合は、それらを確認できる仕様書等の写しを添付すること。
（別記様式３）

技　術　者　の　資　格
【土木関係建設コンサルタント業務、測量業務、地質調査業務】（どれかを記載）
　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：　　　　　　　　　　

	 技術者のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 10(（フリガナ）),氏名)
	  EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 10(○○),○)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 10(○○),○)  EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 10(○○),○)  EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps8 \o\ad(\s\up 10(○○),○)
	 生年月日
	 昭和○○年○○月○○日

	 所 属 ・ 役 職
	 

	 技術者メールアドレス
	

	 携帯電話番号
	

	 保  有  資  格

	 技 術 士（部門：　　　　　　　分野：　　　　

　　　　　 登録番号：　　　　　　　・取得年月日：          ）

 ＲＣＣＭ（部門：　　　　　　　分野：　　　　

　　　　 　登録番号：　　　　　　　・取得年月日：          ）

 そ の 他（　　　                　　　　　　　　　　　　  )



	
	


（別記様式４）

活 動 の 実 施 体 制
【土木関係建設コンサルタント業務、測量業務、地質調査業務】（どれかを記載）
　［記入例］ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：　　　　　　　　　　

○本活動を総括的に管理する技術者

	技術者の氏名

	　○  ○  ○  ○

	在籍する本支店名

	○○コンサルタント㈱

　　　　　　　　○○支店

	技術者メールアドレス
	

	携帯電話番号
	

	在籍する本支店の住所
	　○○県　○○市　○○町　○丁目　○番

	
	


※様式３を複数登録した場合には、全ての管理する技術者を記載すること。

※在籍する本支店は広島県内であること。

○本活動の実務を担当する技術員

	技術員の氏名

	　○  ○  ○  ○

	在籍する本支店名

	○○コンサルタント㈱

　　　　　　　　○○支店

	技術員メールアドレス
	

	携帯電話番号
	

	在籍する本支店の住所
	　○○県　○○市　○○町　○丁目　○番

	保  有  資  格


	技 術 士（部門：　　　　　　　分野：　　　　

　　　　  登録番号：　　　　　　　・取得年月日：             ）

ＲＣＣＭ（部門：　　　　　　　分野：　　　　

      　　登録番号：　　　　　　　・取得年月日：             ）

そ の 他（　　　                　　　　　　　　　　      　  )


	
	


	技術員の氏名

	　○  ○  ○  ○

	在籍する本支店名

	○○コンサルタント㈱

　　　　　　　　○○支店

	技術員メールアドレス
	

	携帯電話番号
	

	在籍する本支店の住所
	　○○県　○○市　○○町　○丁目　○番

	保  有  資  格

	技 術 士（部門：　　　　　　　分野：　　　　

　　　　  登録番号：　　　　　　　・取得年月日：             ）

ＲＣＣＭ（部門：　　　　　　　分野：　　　　

      　　登録番号：　　　　　　　・取得年月日：             ）

そ の 他（　　　                　　　　　　　　　　      　  )


	
	


※在籍する本支店は広島県内であること。

※本活動の実務を担当する技術員においては、２．(７)②の資格を求めない。

※複数の技術員を提出する場合には、適宜様式を追加すること。

（別記様式５）

※ドローン保有の有無は基本協定締結の判断には使用しません。

ドローンの保有状況
　[記入例]　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：
	空撮による調査が可能な無人航空機（ドローン）保有の有無

	                                　 　


	保有場所、台数及び資格者員数

	

	大阪航空局もしくは東京航空局の飛行許可、および飛行の経路

	


※記載例

	空撮による調査が可能な無人航空機（ドローン）保有の有無

	                                　 有


	保有場所、台数及び資格者員数

	広島支社　（広島市中区）　３台       資格者５人


	大阪航空局もしくは東京航空局の飛行許可、および飛行の経路

	阪空運航第○○号　Ｒ８．１．１０～　Ｒ９．７．９　日本全国
東空運航第○○号　Ｒ８．９．１５～　Ｒ９．３．１４　日本全国



別紙－１　『担当区域希望調査票』

　管内の４区域について、希望順位を記載願います。なお、区域名に
ついては、別図－１『道路災害応急対策担当区域図』を参照願います。
	区　　域　　名
	希望する順位
	備　　考

	　　可部地区
	  
	

	　　呉地区
	  
	

	　　西条地区
	  
	

	　　広島地区
	  
	


　　　①管内の４区域、全て記入して下さい。

　　　②希望する地域が偏る場合は、必要に応じて調整する場合があります。

      ③順位の高い地域を優先した活動の実施とする。

   記載例
	区　　域　　名
	希望する順位
	備　　考
	 

	　　可部地区
	  第２希望　
	
	

	　　呉地区
	  第１希望　
	
	

	　　西条地区
	  第３希望　
	
	

	　　広島地区
	  第４希望
	
	


基本協定参加資格確認申請書提出時のチェックリスト
　基本協定参加資格確認申請書提出時には、本チェックリストにより提出書類が添付されていることを確認下さい。

□ 基本協定参加資格確認申請書（別記様式１）

→必須提出

　　　※担当者のメールアドレスを必ず記載して下さい。

□ 令和７・８年度の一般競争参加資格に係る書類
→必須提出

会社の施工実績関係

□ 過去の業務実績（別記様式２）


→必須提出

□ 施工実績を確認できる書面（契約書の写し等）

→ＴＥＣＲＩＳに登録されていない場合及びＴＥＣＲＩＳで確認できない場合等は必須提出
技術者の資格・経験

□ 技術者の資格（別記様式３）


→必須提出

□ 直接的な雇用関係が確認できる資料


→必須提出
→健康保険被保険者証の写し」等（有効期限前の健康保険被保険者証、監理技術者資格者証、市
区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書、
所属会社の雇用証明書又はこれらに準ずる資料（いずれも写し可））の確認できる資料       
□ 技術者の資格を証明する書面の写し


→必須提出

活動の実施体制

□ 活動の実施体制（別記様式４）


→必須提出

ドローンの保有状況

□ ドローンの保有状況（別記様式５）


→必須提出

※無しの場合、無しと記載して下さい。

希望担当区域

□ 担当区域希望調査票（別紙－１）


→必須提出

連絡先等

□ 連絡先等調査票（別紙－２）


→必須提出

　これらの添付資料が未提出の場合は参加資格を認めない場合がありますので、ご注意下さい。
